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１．研究基本情報 

課題（研究領域）名 
D: 共生社会実現を目指す地域社会及び専門家の内発的活動を強化するため

の学術的実践 

研究テーマ名 病院を中心とする街づくり まちなか集積医療の提言 

責任機関名 国立大学法人東京学芸大学 

研究代表者（氏名・所属部署・役職）  伊藤由希子  人文社会科学系経済学分野・准教授 

研究期間 平成２５年度 ～ 平成２７年度 

委託費 

平成２５年度  1,860千円 

平成２６年度  3,780千円 

平成２７年度  3,151千円 

 

 

２．研究の目的 

本研究では，研究者・地域の政策担当者・医療サービスの当事者が，「病院を中心とする街づくり（まちなか集積医療）」

へ向けて，データエビデンスと具体案を共有することを目的とする．「病院を中心とする街づくり」では，人口10万～30

万人程度の地方中小都市を照準とし，地域医療と街づくりを融合的に改善することを目指している．人口減少下において

も都市の利便性と活力を保つには，現状よりも生活に必要な諸機能が集約された状態とすることが望ましい． 

医療もまさにそのような都市機能の一つに他ならない．しかし，医療サービスの提供体制には，他のサービスと異なり，

サービスの質や量が簡単には調整されないメカニズムが働いている [豊田・中川(2014)]．そして，変化のスピードが弱

いことで，地域医療は地域社会の抱える問題の縮図となっている．そこで，医療を（後回しではなく）街づくりの先行的

課題とし，病院（病床・機能）の集約や必要性の高い立地への移動を優先的に図ることが将来的な都市計画への重要な一

手になると考えている． 

本研究のメンバーはこの主張の具体化を，2009年以降各地域のヒアリング調査を通じて進めてきた．その結果，この主

張が机上の空論に終わらないようにするためには更に踏み込んだ実証と実践が必要であることが明らかとなった．第一に

（１）利害関係者が当事者として地域の現状を具体的に把握出来るような地域単位の実証結果が必要である．第二に（２）

短期的な対処療法による根本問題の先送りを防ぐため，現実的な提案が必要である．本研究では，地域のデータ収集や分

析を行うこと(データ実証)，そして現地関係者ヒアリングから可能な改善策を検討すること（まちづくり実践）を相補的

に行った． 

（１） データ実証では，全国の医療機能情報（各都道府県），DPC病院情報（厚生労働省），地域情報（人口動態・人口

密度・所得・交通・市街地状況）を収集した．これらは自地域の情報を相対的かつ具体的に捉えるための材料と

して提示した．マクロ推計など地域ごとに当事者意識を持ちにくい情報は敢えて排した． 

（２） まちづくり実践では，大きく「複数の病院の統合」計画と，「病院のまちなか移転」計画という2つのテーマに絞

った．既にそれらを行った地域での効果の検証を行った上で，それらを先行事例として，まだ医療計画が検討の

途上である自治体との情報交換を行い，シンポジウムで事例を公表するなど，橋渡し的な役割を担った． 

 

３． 研究の概要（研究プロジェクトチームの体制についても記述） 

(1) データ実証では，医療サービスの質的な地域差・量的なアクセスについて，各都道府県の「医療機能情報提供制度」

（医療情報ネット）のデータベースを収集した．（各都道府県の担当部局から，その時点での最新情報を平成26年2月

～平成27年4月にわたって収集した．）収集した情報（医療機能・診療実績・医師看護師体制）は主に地図上で可視化

することを目的に全国レベルで情報を接続した．特に，病院が各地域に必要となる事由の一つである「救命救急医療」

に着目し（心疾患や脳血管疾患など）症例数が多い疾患について，地域保健医療計画と実際の病院の状況情報を対応

させた．また病院が「疾患を早期に発見する機能」に着目し，「地域がん登録」「院がん登録」にみる地域性との照ら

し合わせを行った．さらに1kmメッシュ単位での人口分布・人口密度・年齢構成から医療の需給の現状を検証した． 
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(2) まちづくり実践では，自治体病院の統合，医療機関の移転など，医療機能の再編過程にある地域の調査を行った．特

に，複数の経営主体の経営統合による病院再編事例として，「公立置賜総合病院」（平成12年11月～），「高知医療セン

ター」（平成17年2月～），「日本海総合病院」（平成20年4月～）「中東遠総合医療センター」（平成25年5月～），「北播

磨総合医療センター」（平成25年10月～）の現状と課題を検証した．また，市街地（まちなか）への病院移転の試み

として「鳥取生協病院」（平成20年3月～），「寿泉堂綜合病院」（平成23年2月～），「大曲厚生医療センター」（平成26

年5月～），「加賀市民病院」（平成28年4月予定），「小諸厚生総合病院」（平成29年7月予定）のもたらす影響について

も調査した．その他，病院再編を地域の課題として認識する多くの自治体に訪問し，その取組内容を確認した． 

 

(3) プロジェクトチームの体制は、下記のような体制である 

研究代表者  伊藤由希子 (東京学芸大学・人文社会科学系・経済学分野・准教授) 

  担当  データ実証統括  まちづくり実践事例の取材統括 

研究分担者  川渕孝一 (東京医科歯科大学・医歯学総合研究科・教授) 

  担当  まちづくり実践事例の紹介  シンポジウムの企画 

グループリーダー 神田玲子 (総合研究開発機構 理事・研究調査部長) 

  担当  まちづくり実践事例の収集・統括 

グループリーダー 豊田奈穂 (総合研究開発機構 主任研究員) 

  担当  まちづくり実践事例の取材・シンポジウムでの紹介 

グループリーダー 岩佐健史 (国立がん研究センター中央病院 総合内科 医長) 

  担当 地域がん登録・院がん登録公表データの利用申請・データの医学的評価 

 

(4) 本プロジェクトの特徴 

本研究は実務家（非学術研究者）との情報共有・実践を目的とする．そのため，GIS（地理情報システム）を全面的に活

用し，概念的かつ視覚的な説得力を強化することに務めた．なおGISの活用においては中村康子講師の多大な示唆を得た. 

本ブロジェクトに於いて、特に下記の点に留意した。 

A) 地域の人口・人口密度の変化に対し，病院の立地や機能の変化が硬直的であること 

偏在自体は問題視すべきでなく，むしろ人口変化に対応できない硬直性を問題視すべきこと 

B) 地域別に、病院や治療の選択、そのアクセスの特徴をデータで捉えること 

C) 地域の人口・人口密度の変化に応じた病院数の調整（減少）やまちなか移転ののメリット・デメリットを示すこと 

なお、(C)については、各地域の当事者の理解を得ることを目的に、シンポジウム等を通じて具体的な提案を行った。 

 

(5) 研究の手順と方法    年度ごとの実施内容の概要 

データ実証 

平成25年度 

：自治体や実務家はどのような情報を重視しているか，あるいは必要としているかの確認 

：GISにおける情報可視化のための手順の確認 

：既存の公的資料・公表資料の統合（DPCデータバンク・二次医療圏データベース） 

平成26年度 

：必要情報の収集（需要サイドの住民に関わる情報と，供給サイドの医療機関に関わる情報） 

：医療機能情報提供制度（各都道府県），および地域経済データ（東洋経済新報社・朝日新聞社） 

：交通路情報を踏まえた，アクセス（分数・キロ数）の推計（ArcGIS・NITAS） 

平成27年度 

：各都道府県の地域保健医療計画担当者，あるいは，各協力自治体・病院にむけて，関連統計情報を 

カスタマイズし，冊子やエクセルファイルで提供する作業 

: 国立がん研究センターが収集する「院がん登録」情報と、各都道府県が収集する「地域がん登録」情報とを接続 

: 疾病の発生と、治療のための移動について、同一年度(2012年度)で比較可能な地域について、検証 
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まちづくり実践 

平成25年度 

：各自治体・各医療機関における現在の担当者の確認と現状（概要）の把握 

：キックオフシンポジウムの開催「地域医療マネジメントの可視化～医療の質の向上と効率化の同時達成を目指して」（東

京医科歯科大学）※日本医療・病院管理学会第321回例会との共催（2014年1月26日）（研究者25名・病院関係者や自治

体関係者約100名程度が参加） 

：シンポジウムアンケートを通じた参加者のニーズの把握 

平成26年度 

：診療機能や地域連携機能をどのように評価するか，現場の医師らとの意見交換 

：心疾患・脳血管疾患・悪性新生物（日本人死因上位の疾患）について，治療の質・地域事情の把握 

：現地訪問による現状の確認，多数の関係実務者との意見交換 

平成27年度 

：地域単位で収集した情報や，地域独自の事情（歴史や地形など），財政（建設・運営費の試算）など，実務関係者との

意見交換 

：成果報告シンポジウムの開催「病院を中心とするまちづくり－まちなか集積医療の提言」（東京医科歯科大学）※単独

開催（2015年10月3日）（本研究メンバーを中心とする研究者約15名，および各都道府県地域保健医療計画担当者・協力

自治体/医療機関担当者約50名を予定） 

 

４． 研究成果及びそれがもたらす効果 

A) 地域の人口・人口密度の変化に対し，病院の立地や機能の変化が硬直的であること 

地域医療の問題は，単なる偏在ではなく，医療の立地が人口分布の変化に対し硬直的であり，しかも自治体の財政的余

力が高いほど，その配分の歪みが硬直的に維持されていることである．豊田・中川（2014）によると，人口集中度の

変化（X軸）に対し，病院の集中度（Y軸）は殆ど変化していない．（左図） 

  

また，右図のように，自治体の財政力指数が高いほど自治体病院経営や補助金支出の余力があり，病院分布を変化させ

ない方向（緩い傾き）へと硬直的に調節している（右図）．このように自治体の政策は医療資源の配分の歪みを助長し，

地域社会の需要変化への対応を却って鈍くする傾向を持つことがある．今回のまちづくり実践においても，この点を重

視し，意識改革を目指している． 

B) 地域別に、病院や治療の選択、そのアクセスの特徴をデータで捉えること 

下図は，救命救急センターが現状どの程度市街地立地を達成しているかを道路距離範囲とその圏内の人口規模から算出

したものである．大都市圏が概ね立地上人口カバー率が高い一方で，30km圏の人口カバー率が8割を下回る県も8県存在

する．しかしこれらの地域の将来人口推計を考えれば，救命救急病院の新設や分散立地は非現実的で，圏内移住促進

や公共交通の整備を行うほうが現実的である． 
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Prefecture 10km圏 20km圏 30km圏 Prefecture 10km圏 20km圏 30km圏

東京都 98.8% 99.8% 99.8% 香川県 54.9% 77.2% 99.8%

大阪府 97.0% 99.9% 100.0% 鳥取県 54.7% 74.5% 82.4%

神奈川県 96.7% 99.9% 100.0% 北海道 54.3% 67.4% 73.3%

愛知県 91.9% 98.9% 99.7% 高知県 54.1% 68.3% 76.3%

奈良県 85.7% 97.4% 99.2% 石川県 53.0% 72.0% 86.7%

沖縄県 80.3% 84.9% 86.3% 栃木県 52.9% 90.1% 98.9%

千葉県 76.3% 96.2% 99.7% 青森県 52.5% 69.0% 85.6%

埼玉県 74.9% 94.7% 99.7% 群馬県 52.5% 89.2% 94.3%

京都府 72.7% 83.6% 87.0% 島根県 52.1% 73.3% 82.7%

岐阜県 69.0% 87.6% 92.4% 和歌山県 50.9% 73.0% 80.7%

福岡県 68.9% 93.8% 97.9% 佐賀県 50.7% 84.7% 99.5%

宮城県 66.4% 90.6% 96.1% 山形県 50.0% 83.6% 89.7%

広島県 63.8% 78.8% 88.4% 大分県 48.1% 61.2% 73.1%

兵庫県 62.3% 88.3% 94.5% 熊本県 47.6% 62.7% 78.0%

滋賀県 61.4% 93.5% 99.8% 三重県 46.8% 79.4% 85.6%

徳島県 61.1% 86.2% 94.7% 新潟県 45.8% 68.9% 88.0%

長崎県 61.1% 77.6% 83.3% 福島県 44.7% 74.2% 83.0%

岡山県 60.1% 82.7% 94.1% 福井県 43.4% 74.9% 91.1%

富山県 60.0% 85.4% 95.3% 宮崎県 42.5% 58.1% 72.5%

山口県 57.4% 84.1% 92.2% 茨城県 37.2% 78.0% 92.1%

静岡県 57.2% 82.8% 97.0% 鹿児島県 36.3% 45.4% 58.6%

愛媛県 56.2% 69.8% 87.1% 秋田県 35.0% 52.4% 63.8%

山梨県 55.6% 71.7% 86.4% 岩手県 31.6% 41.0% 50.9%

長野県 55.2% 82.7% 96.9%  

出所：救命救急センターへのアクセスと，都道府県内人口のカバー率 

全国約90のDPC病院の入院情報（東京医科歯科大学川渕研究室収集による独自のデータ）を用いた急性心筋梗塞の生存

率評価においても，病院の症例数が院内死亡率と有意に負の相関にあること，そして地域の人口密度が院内死亡率と有

意に負の相関にあることを示している．病院の立地や規模について，「多いほどよい・近いほどよい」という感覚的な

必要論を排し，「その場所にあることによって，実際にどの治療をどこまで行うことが可能なのか」という存在意義を

多方面から論じた． 

C) 地域の人口・人口密度の変化に応じた病院数の調整（減少）やまちなか移転のメリット・デメリットを示すこと 

まちなかに病院が立地することの最大の利点は既存の都市資源（高い人口密度と一定水準の需要，整備された交通路，

需要・供給双方にとってのアクセスの良好さ）を活用できる点である．結果として比較的大規模（300床以上程度）の

病院が安定的に経営でき，症例の蓄積が医療の質向上につながるというメリットがある．一方でデメリットとして混雑

や遠隔地からのアクセスの確保といった課題の解決に都市計画上の追加コストを要する． 

アクセスのコストを救命救急以外にも具体的に可視化するため、「院がん登録」と「地域がん登録」（2012年度）を例に

用いて、浸潤がん（がんが原発巣から離れ、単独でもしくは複数で固まって隣接する組織や臓器へ広がっている状態）

の患者移動を示した。院がん登録は癌の治療地点、地域がん登録は癌患者の居住地点を示しているので、その差分によ

って、癌患者が治療のために何処へ何人が移動しているかを示すことができる。また、がん治療の拠点病院は各都道府

県において一定程度の集約が進んでいることからも、今後の一般病院の集約に向けての視座となりうる。 

※浸潤がん等の診断基準は統一化されており、全国横断的な比較が可能である。ただし、2012年度における地域がん登

録の整備に都道府県ごとの差があるため、本プロジェクトでは、整備の整っている13府県を対象に分析した。 

 

各表の見方: 

左: 各都道府県の二次医療圏域とその名称を示す 

右: 青い円は、その地域の浸潤がんの患者が、別の医療

圏で治療を受けている状態（純流出）を示す。赤い円は、

その地域にあるがん拠点病院で、別の医療圏に居住する

浸潤がん患者が治療を受けている状態 （純流入）をさ

す。円の大きさはその人数を示す。赤い円が大きい程、

圏域外からのアクセスをふまえた、医療の質・量、およ

び、各種都市インフラを要する。 



6 

 

 
奈良県・和歌山県・京都府・熊本県・高知県・岡山県・大分県・熊本県では、県庁（府庁）所在地の病院において、治療

を集約して行う状態がみられる。青森県・茨城県・千葉県・鳥取県では、県内に治療を集約的に行う病院が分散している

状態にある。また、立地上、県外への移動数も相当数みられる。従って、距離的な機能分化に加え、質的な機能分化も地

域医療の課題として考えられる。兵庫県・広島県では、県内には集約的な治療拠点がなく、県外への移動がみられている。

これらの地域では、県域を越える広域な患者移動を前提に、県内の医療資源の必要量を推計する必要がある。 
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D) 研究成果のもたらす効果 

当初目指していた成果のうち，（１）空間的認識を用いて，各地域の医療資源の需要と供給状態を示すこと，につい

ては，十分に達成出来た．殊に、全都道府県の管理する「医療情報ネット」を初めて全国ベースで収集し、統一化した

データベースを作成した。さらに「地域がん登録」を現在整備のできている府県について全て収集し、特に市町村別の

地域がん登録のデータベースを作成した。加えて、国立がん研究センターの収集する「院がん登録」の病院別集計情報

を地域がん登録ベースと接続し、がんの部位およびがんの程度別の患者移動について、明示的に示すことができた。救

命救急のように、人員設備の集約と、一定の時間距離でのアクセス双方が必要な局面についても、どの地域において、

医療資源の再編が必要かを明確に示すことが出来た。これらは、本プロジェクトが初めて複数のデータベースを接続し

て作成したものであり、今後の地域医療政策に役立つ情報である。次に（２）病院の統合のメリットについては（全国

の事例の蓄積もあり）人材の集約，救急における連絡系統の一本化など，現状の日本において十分に大きな効果がある

ことを各地の自治体および病院関係者に示せた．一方で（３）まちなか（市街地）に移転するメリットについては，事

例が少なく，現在病院建設中の事例が殆どであったことから，具体的な効果測定には限界があったが、救急搬送のデー

タを用いた、まちなか移転による搬送の効率化を示すことができた．ただし（４）短期的調整（現状維持のための小規

模な補修）よりも長期的展望を見据えること（広域連携・都市域の再編）については，「長期」という期間設計の照準

や推計精度に関係者内でも不統一感があり，メリット・デメリットを具体化出来るところまでは至らなかった． 

しかしながら，本研究におけるまちづくり実践を通して，近年の少子高齢化・人口減少局面の中，（５）地方中小都

市が都市域および行政のダウンサイジングを迫られている点や，医療サービスにおいてそれが急がれている点につい

て問題意識を明確に共有することが出来た．さらに実務におけるGIS（地理空間情報）の活用においても，自治体関係

者にむけて、十分な働きかけができたと考えている．結果的に「実社会対応プログラム」として本プロジェクトが達成

できたことは、，病院再編という共通課題を抱えた病院・自治体の「横」の情報共有・連携である．その際，単なる医

療政策ではなく，地域活性化が必要であるという啓発を図ることで，自治体内における複数の部局の横断的な協力を喚

起することにも繋げられた．冒頭に示した10の医療機関の他にも、地域の他の病院、県・市の自治体関係者、その他デ

ータや情報の交換に際し、全都道府県の関係者に多大な協力をいただいた。このような情報の共有・連携こそが今後の

研究成果の発信に際し、大きな資産になったと考えている。末筆ながら深く謝意を表したい。 
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22. 川渕孝一「国民皆保険制度は どうやったら救えるのか」 ―医療経済学の視点から. 新しい社会保障制度を確立し、世代間格差を是正

するための研究会 2014年04月16日 

23. 川渕孝一「産業競争力会議の動向」 国際医薬経済・アウトカム研究学会日本部会2013年度シンポジウム 2014年03月25日 

24. 川渕孝一「2014年度医療改革と検査室マネジメント」 メディカルフォーサイトin富山 2014年02月08日 

25. 川渕孝一「平成26年度診療報酬改定と病院経営」 船橋市・鎌ヶ谷市病院事務長会 2014年02月04日 

26. 伊藤由希子「医療のBIG DATAをどう生かすか―経済統計の視点」第８回病院可視化ネットワーク 2014年1月26日 

125名 

27. 川渕孝一「医療費適正化のために必要な改革」 経済同友会 社会保障改革部会 2014年01月22日。 

28. 川渕孝一「社会保障制度改革国民会議の結論から見える日本の医療の姿」社会医療法人鴻仁会岡山中央病院地域医療懇談会，2013年

12月5日. 

29. 川渕孝一「社会保障制度改革国民会議の結論から見える医療の未来」総合病院国保旭中央病院，2013年12月26日. 

30. Koichi Kawabuchi, Kazumitsu Nawata, "Evaluation of the 2006 revision of the medical payment system in Japan by a new estimator of the power 

transformation model – An analysis of the length of the hospital stay for cataract operations," 20th International Congress on Modelling and Simulation, 

Adelaide, Australia, 1–6 December 2013 

31. 川渕孝一「医療経済学からみた臨床検査の将来」 (一般）日本臨床検査薬協会30周年記念講演 2013年11月19日 
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32. 川渕孝一「医療制度の課題」 21世紀政策研究所プロジェクト 2013年11月18日 

33. 川渕孝一「改めて問う！ 医療は成長産業になるか？」 第38回野依フォーラム例会 2013年11月15日 

34. 川渕孝一「医療の質向上と効率化の同時達成は可能か?」.第3回IMS事務学会 2013年11月09日 

35. 川渕孝一「病院グループ等大規模施設の経営」 第55回全日本病院学会 学会企画Ⅱ 第6部 2013年11月03日 

36. 川渕孝一「病院経営管理における戦略と戦術」 第55回全日本病院学会 学会企画Ⅱ 第1部 2013年11月02日 

37. 伊藤由希子「病院を中心とする街づくりとソーシャルキャピタル」（招待）第72回日本公衆衛生学会総会   

2013年10月25日 50名 

38. 川渕孝一「Adapting Hospitals and Overall Healthcare System to the Super-Aging Society in Japan」 日伊ビジネスグループ合同会議 2013年10

月24日。 

39. 川渕孝一「社会保障制度改革国民会議の報告書から見える日本の医療の未来 ～「第4本の矢」になるか財政再建八策～」 日本医療マ

ネジメント学会ランチョンセミナー 2013年10月11日． 

（４）本事業で主催・共催したシンポジウム等  計3件    《シンポジウム等名称》《会場名》《開催年月日》《参加者数》 

1. 「地域医療マネジメントの可視化～医療の質の向上と効率化の同時達成を目指して」（東京医科歯科大学）日本医療・病院管理学会第321

回例会との共催（2014年1月26日）（研究者25名・病院あるいは自治体関係者約100名） 

2. 「まちなか集積医療－病院を中心とする街づくり」（東京医科歯科大学）（2015年10月3日）（研究者15名・各都道府県地域保健医療計画担

当部局・協力自治体/医療機関関係者など47都道府県中22道府県が参加） 

3. 「第54回 日本医療病院管理学会学術総会: 創造的破壊 ～医療の質の向上と効率化の同時達成を目指して～」 

シンポジウム「まちなか集積医療は実現可能か？」（東京医科歯科大学）（2016年9月18日予定）(予定参加者50名) 

 

 

 


